
北海道産業人材育成連携会議 

「企業のものづくり人材育成強化ワーキンググループ」の検討状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○企業が付加価値の高い製品を市場に供給し競争力を高めていくためには、専門技術の高度化、多様化を図ることが重

要であることから、専門性を有する技能者や技術者の育成を進めるとともに、特に、地場企業の自動車産業や電気電

子産業等への参入に当たって、これらが求める品質やコスト、納期等に対応していくための人材の育成が必要 

○国、教育機関、人材育成機関など様々な機関で産業人材の育成に向けた取組が行われていることから、これらの一元

的な情報提供が重要 

 

◎ものづくり産業の人材育成 

・地場企業のＱＣＤ（品質、コスト、納期）対応力の強化に向けた人材育成の取組を促進するなどものづくり産業の

人材育成の取組を強化 

◎人材育成に関する情報提供の充実 

・企業の人材育成の促進のため、人材育成事例、支援制度、教育訓練情報など人材育成に関する総合的な情報提供を

実施 

ＷＧ検討結果→さまざまなツールを活用して取組を推進 

○ネットワークの関係機関との連携 

○道の政策検討・予算事業 

○経済産業省の企業立地促進法による人材養成等支援事業 

○厚生労働省の「地域ものづくり人材育成支援事業」（Ｈ２１新規事業） 

 
○ものづくり産業の人材育成強化 
①業界対応型オーダーメイド専門研修の実施《現場力養成実践研修事業（国）、「どさんこ塾」人づくり推進事業（道）》 
②３Ｄ－ＣＡＤ設計技術者育成講座の実施《地域企業立地促進等事業費補助金（国）》 
③生産管理技術・生産技術・品質管理技術のセミナー・ゼミナール等の実施《ものづくり産業発展力強化事業（道）》 
④④④④ものづくり基礎技術研修による人材育成事業（カリキュラム、指導マニュアルの開発等）ものづくり基礎技術研修による人材育成事業（カリキュラム、指導マニュアルの開発等）ものづくり基礎技術研修による人材育成事業（カリキュラム、指導マニュアルの開発等）ものづくり基礎技術研修による人材育成事業（カリキュラム、指導マニュアルの開発等）    
                                                                                                                                    《《《《地域ものづくり人材育成支援事業地域ものづくり人材育成支援事業地域ものづくり人材育成支援事業地域ものづくり人材育成支援事業（国）（国）（国）（国）》》》》    
⑤⑤⑤⑤企業間交流、異業種交流による人材育成事業（企業間インターンシップ、ＱＣサ企業間交流、異業種交流による人材育成事業（企業間インターンシップ、ＱＣサ企業間交流、異業種交流による人材育成事業（企業間インターンシップ、ＱＣサ企業間交流、異業種交流による人材育成事業（企業間インターンシップ、ＱＣサークル活動促進）ークル活動促進）ークル活動促進）ークル活動促進）    
                                                                                                                                    《《《《地域ものづくり人材育成支援事業地域ものづくり人材育成支援事業地域ものづくり人材育成支援事業地域ものづくり人材育成支援事業（国）（国）（国）（国）》》》》    

○人材育成に関する総合的な情報提供    
①産業人材ネットワークのＨＰの充実（ポータルサイト機能・リニューアル）《緊急雇用創出推進事業（国）》 

現状と課題 

検討テーマ 

H21 取組方向 

検
討
結
果
を
受
け
て 

・北海道経済産業局 
・北海道労働局 
・中小企業基盤整備機構 
・雇用・能力開発機構 
・北海道経済連合会 
・北海道機械工業会 
・北海道中小企業総合支援センター 
・北海道職業能力開発協会 
・北海道（人材育成課・産業振興課・工業試験場） 

ＷＧメンバー 

第１回ＷＧ Ｈ２０．１０．２０ 
第２回ＷＧ Ｈ２０．１２．１８ 
第３回ＷＧ Ｈ２１． ２.   ９ 
※産業人材の育成・誘致に関する一元的な情報提供
や企業等からの各種相談に対してワンストップ
サービスを行うため、道庁経済部内に総合的な窓
口「産業人材サポートデスク」を設置。 

※ＷＧは、概ね１～２カ月に１回のペースで定期的
に開催、そのほかメールによる意見交換、個別打
合せを実施、２月に中間とりまとめ 

開催実績 

 
【継続検討項目】 ○関係機関が連携した共同事業の検討 ・各構成機関が役割分担のもと、特定の仕上がり像を 

目指した機能的な研修の実施 
                           ・自ら考え自ら課題解決出来る人材の育成 

・人材育成優良事例集の作成 
                           ・産業人材育成ガイドブックの作成 

                         ・関係機関共同によるテーマ別研修・講座情報の提供 
                         ・その他の共同事業の検討            など 

【その他新規検討項目の洗出し】 

H21 検討方向 


